
資料３

財政見通しについて



財政見通しの前提条件についての考え方

○平成21年度から平成23年度については、三共済会の実態調査に基づく見込みを採用する。
○平成24年度以降は、市町村合併以外による見込みについては、過去10年間の実績を踏まえて設定する。

項目
平成18年検討会 今回の検討会

設定の考え方 設定の考え方

○今後の市町村合併については、第29次地方制度調査会において「市町村合併を含めた基礎自治体のあり方」が審議
中であり、当面は、現段階で判明している合併新法に基づく合併を見込むこととしてよいか。

設定の考え方 設定の考え方

対象期間
Ｈ１８年度

対応策を検討するに当たり、５０年、６０年といった極めて長
期にわたる試算を行うことも考えられるが、
①公的年金制度と異なり、地方議会議員年金制度は、年金受
給資格を得るために必要とされる在職年数が短いこと、

②社会経済情勢の変化が大きい中で極めて長期にわたる試
算を前提に制度を検討することは 逆に当面の制度の安定

Ｈ２１年度 これまでと同様、概ね２０年間とする。
なお H22財政再計算と比較可能となるよう H43年度まで見対象期間

～Ｈ３９年度
算を前提に制度を検討することは、逆に当面の制度の安定
性を損なう可能性があること、

③市町村合併の進展の影響により年金財政に生じた収支の
不均衡が改善されるための期間を見込む必要があること

等から、本検討会では、概ね今後２０年間を対象として制度が
安定的に運営できるように対応策を検討することとした。

～Ｈ４３年度
なお、H22財政再計算と比較可能となるよう、H43年度まで見
通すこととする。

統一地方選毎に 都道府県は、過去１０年の統一選挙ごとに平均で▲３３人定

会
員

都道府県 ０．０％ 平成14年度財政再計算と同様、概ね過去１０年間の状況を
勘案し、毎年度、次のとおり増減するものとする。
ただし、今回は、市町村合併の影響を別途計算するため、

市議会及び町村議会については、昭和６３年から平成10年度
の平均会員数の減少率を勘案し、設定する。
（参考）平均会員数の減少率
都道府県議会 0 1%（H3～14）

統 地方選毎に
▲３３人

数が減少（H１１：▲30人、H15：▲36人、H19は合併の影響が
強く考慮せず）していることを踏まえる。

市 ▲０．４％ ▲０．８５％
平成23年度までは、共済会調査に基づく会員数。
平成17年度から平成20年度までの合併の影響を除いた減少
率は、市▲2.08％、町村▲5.19％であるが、共済会調査によ
る平成23年度の見込みの結果とは大きく傾向が乖離しており、
平成11年度から平成16年度までの期間の減少ペ スに近い

員
数

都道府県議会 0.1%（H3 14）
市議会 0.4%（S63～H10）
町村議会 0.7%（S63～H10）

平成11年度から平成16年度までの期間の減少ペースに近い
ことから、この傾向に戻ると仮定。
合併の影響を除いた平成11年度から平成16年度の５年間に
おける減少率の平均を見込む。

町村 ▲０．７％ ▲１．１７％

合併
市町村合併による会員数
の減少は、別途共済会調
査による数値を見込む。

旧・合併特例法に基づき、平成17年3月末までに申請を終え、
平成18年3月末までに合併を行う市町村議会の会員の異動を
踏まえる。

市町村合併による会員数の
減少は、別途共済会調査に
よる数値を見込む。

新・合併特例法に基づき合併を行う市町村議会の会員の異
動を踏まえる。

査による数値を見込む。 踏まえる。 よる数値を見込む。

報
酬
改
定
率

都道府県 １．０％ 平成14年度財政再計算と同様、過去10年間の状況を勘案し、
設定する。

（参考）平均標準報酬額の伸び率（H5～14平均）
都道府県 0.51%
市議会 1 34%

０．０％
都道府県は、現在すべての団体の報酬が標準報酬である62
万円を上回っており、今後も62万円で一定と見込む。

市 １．５％ ▲０．１２％
平均報酬月額については、平成11年度から平成16年度ま

では一定であり、平成17年度から平成20年度までが変化が
見られることから、合併により町村が市に移行したことに伴う

げ率 市議会 1.34%
町村議会 1.38%

報酬の引き上げの影響を除いた平成17年度から平成20年度
の４年間における平均報酬月額の減少率を見込む。

町村 １．５％ ▲０．２６％
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項目
平成18年検討会 今回の検討会

設定の考え方 設定の考え方

財政見通しの前提条件についての考え方（続）

設定の考え方 設定の考え方

運
用
利

都道府県 ３．０％

平成14年財政再計算と同様、現時点で保有している有価証券、
生命保険 定期預金による今後の平均運用利回りに基づき

H21：2.52％、H22：
2.44%、H23：2.56%、
H24～：2.1%

最近の実績を勘案H21：0 67％ H22：利
回
り

生命保険、定期預金による今後の平均運用利回りに基づき、
次のとおり設定する。

最近の実績を勘案

市 ２．０％
H21：0.67％、H22：
0.65%、H23：0.6%、H24
～：0.5%

町村 ２．０％ H21～：0.5%

１ ０％
平成14年財政再計算では、過去10年間の消費者物価指数伸

物価上昇率
１．０％

（H17:0.5%,H18:1.2%,H19:1.
5%,H20:1.9％）

平成 年財政再計算 、過去 年間 消費者物価指数伸
び率の平均を参考にして、1.0%で推計したが、より足下の経済
状況を反映するため平成16年度に実施された公的年金の財
政再計算の基礎率により設定する。

１．０％ 平成21年厚生年金財政検証に用いた基礎率を使用する。
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会員数の見込みについて

○過去10年間の統一地方選挙ごとに、条例定数がH１１：▲30人、H15：▲36人、H19：▲90人と減少。
○平成21年度以降は、統一地方選挙ごとに、▲33人（平成11年度と平成15年度の減少数の平均。平成19年度は、合併

都道府県

の影響を強く受けたことから考慮しない）と見込んでよいか。
○なお、平成21年度～平成23年度の辞職率は共済会の実態調査に基づく見通し。24年度以降は、共済会が見込んだ辞
職率により変動し、４年ごとに定数に戻ることとする。

【過去１０年間の平均会員数の推移】
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会員数の見込みについて

○平成17年度から平成20年度までの合併の影響を除いた減少率は、市▲2.08％／年、町村▲5.19％／年であるが、共
済会の実態調査による平成21年度から平成23年度の見込みとは傾向が乖離している。

市＋町村

○共済会の実態調査の見込みと、平成11年度から平成16年度までの期間の減少ペース（市▲0.85%／年、町村▲1.17%
／年）が近いことから、平成24年度以降の会員数は、この傾向に戻ると仮定してよいか。

【過去１０年間の平均会員数の推移】

60,000

70,000
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平均会員数（市）

平均会員数（町村）

旧・合併特例法における合併の
影響を大きく受けた時期

50,000 共済会による調査
に基づく見込み
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30,000

10,000
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平均報酬月額の見込みについて

○平成11年度から平成16年度までは一定だが、平成17年度から平成20年度までが変化が見られることから、合併により
町村が市に移行したことに伴う報酬の引き上げの影響を除いた平成17年度から平成20年度の４年間における平均報

市＋町村

酬月額の減少率（市▲0.12%／年、町村▲0.26%／年）を見込んでよいか。

【過去１０年間の報酬月額の推移】
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財政見通し 都道府県
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財政見通し 市＋町村
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成熟度の見通し

○財政見通しを踏まえると、今後２０年間の成熟度は次のとおりとなる。
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成熟度の見通し

○財政見通しを踏まえると、今後２０年間の成熟度は次のとおりとなる。

市＋町村
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10

0.0%0

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43人／年度



財政見通しに基づく財政累計イメージ

○財政見通しに基づき、今後、都道府県共済会が円滑な運営をするためには、平成23年度から平成43年度までの約20
年間で、約49億円＋αの収支改善のための方策が必要。

都道府県

【都道府県共済会の財政累計イメージ（H23～H43）】

総 足額

収入 支出 （単位：億円、23年度現価）

遺族年金
一時金

54

積立金 97

積立金＋α（※）総不足額
49＋α

不足額

負担金
326

遺族年金
257

54
不足額
49

退職年金
620

収入合計
882

支出合計
931特別掛金

36

掛金
423

620
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※＋α：一定程度の積立金がなければ、持続的な運営が不可能。積立度合＝２を目安にすると、６０
億円～８０億円程度



収支改善のための方策と効果

○平成23年度から平成43年度までの財政不足額約49億円＋αを改善するため、仮に、給付引下げと掛金引上げにより
対応した場合の機械的な算定結果は下記のとおり。

都道府県

【給付引下げと掛金引上げにより対応した場合の「機械的な算定」の結果】

給付 収入
積立金残高
（平成43年度）

退職年金 遺族年金 律３ カ ト
１

退職年金・遺族年金一律３０％カット
＜収支改善効果：２７９億円＞

－
＜収支改善効果： ０億円＞

２３０億円

退職年金 遺族年金 律２０％カ ト
２

退職年金・遺族年金一律２０％カット
＜収支改善効果：１８６億円＞

－
＜収支改善効果： ０億円＞

１３７億円

退職年金 遺族年金 律１０％カット 掛金率０ ５％アップ（１３％ １３ ５％）３
退職年金・遺族年金一律１０％カット

＜収支改善効果：９３億円＞
掛金率０．５％アップ（１３％→１３．５％）

＜収支改善効果：１６億円＞
６０億円

４
退職年金・遺族年金一律５％カット 掛金率２．０％アップ（１３％→１５％） ６２億円４
退職年金 遺族年金 律５％カット

＜収支改善効果：４７億円＞
掛金率２．０％アップ（１３％→１５％）

＜収支改善効果：６５億円＞
６２億円

５
－

＜収支改善効果 ０億円＞
掛金率３．５％アップ（１３％→１６．５％）

＜収支改善効果 １１４億円＞
６５億円

＜収支改善効果： ０億円＞ ＜収支改善効果：１１４億円＞
億円

※収支改善効果：平成23年度～平成43年度までの累積効果額（平成23年現価ベース）
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財政見通しに基づく財政累計イメージ

○財政見通しに基づき、今後、市共済会と町村共済会が円滑な運営をするためには、平成23年度から平成43年度までの
約20年間で、約2,763億円＋αの収支改善のための方策が必要。

市＋町村

収入 支出

【市共済会＋町村共済会の財政累計イメージ（H23～H43）】

積立金＋α（※）

総不足額

収入 支出 （単位：億円、23年度現価）

遺族年金
3,142

一時金
334

不足額
2,763

総不足額
2,763＋α

負担金
3,071

激変緩和
511

積立金
108

支出合計

特別掛金
725

,

退職年金
7 796

収入合計
8,509

支出合計
11,272

掛金
4,094

725 7,796
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※＋α：一定程度の積立金がなければ、持続的な運営が不可能。積立度合＝１～２を目安にすると、

４００億円～８００億円程度



収支改善のための方策と効果

○平成23年度から平成43年度までの財政不足額約2,763億円＋αを改善するため、仮に、給付引下げと掛金引上げによ
り対応した場合の機械的な算定結果は下記のとおり。

市＋町村

【給付引下げと掛金引上げにより対応した場合の「機械的な算定」の結果】

給付 収入
積立金残高
（平成43年度）

退職年金 遺族年金 律３ カ ト
１

退職年金・遺族年金一律３０％カット
＜収支改善効果：３，３８１億円＞

－
＜収支改善効果： ０億円＞

６１９億円

退職年金 遺族年金 律２０％カ ト 掛金率 ア プ２
退職年金・遺族年金一律２０％カット

＜収支改善効果：２，２５４億円＞
掛金率４．０％アップ（１６％→２０％）

＜収支改善効果：１，０２４億円＞
５１６億円

退職年金 遺族年金 律１０％カット 掛金率８ ０％アップ（１６％ ２４％）３
退職年金・遺族年金一律１０％カット

＜収支改善効果：１，１２７億円＞
掛金率８．０％アップ（１６％→２４％）

＜収支改善効果：２，０４７億円＞
４１２億円

４
退職年金・遺族年金一律５％カット 掛金率１０．０％アップ（１６％→２６％） ３６１億円４
退職年金 遺族年金 律５％カット

＜収支改善効果：５６４億円＞
掛金率１０．０％アップ（１６％→２６％）

＜収支改善効果：２，５５９億円＞
３６１億円

５
－

＜収支改善効果 ０億円＞
掛金率１２．０％アップ（１６％→２８％）

＜収支改善効果 ３ ０７１億円＞
３０９億円

＜収支改善効果： ０億円＞ ＜収支改善効果：３，０７１億円＞
億円

※収支改善効果：平成23年度～平成43年度までの累積効果額（平成23年現価ベース）
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